
平
成
二
十
五
年
国
土
交
通
省
令
第
十
六
号

特
定
鉄
道
等
施
設
に
係
る
耐
震
補
強
に
関
す
る

省
令

鉄
道
営
業
法
（
明
治
三
十
三
年
法
律
第
六
十
五
号
）
第

一
条
及
び
軌
道
法
（
大
正
十
年
法
律
第
七
十
六
号
）
第
十

四
条
の
規
定
を
実
施
す
る
た
め
、
特
定
鉄
道
等
施
設
に
係

る
耐
震
補
強
に
関
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

（
趣
旨
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
特
定
鉄
道
等
施
設
の
地
震
に
対

す
る
安
全
性
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
耐
震
補
強
に
つ
い

て
定
め
る
。

（
定
義
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
に
お
い
て
「
特
定
鉄
道
等
施
設
」
と

は
、
鉄
道
事
業
法
（
昭
和
六
十
一
年
法
律
第
九
十
二

号
）
第
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
鉄
道
施
設
又
は
軌
道

法
に
よ
る
軌
道
施
設
で
あ
っ
て
、
次
に
掲
げ
る
も
の
を

い
う
。

一
　
全
国
新
幹
線
鉄
道
整
備
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律

第
七
十
一
号
）
第
二
条
に
規
定
す
る
新
幹
線
鉄
道

（
次
号
に
お
い
て
「
新
幹
線
鉄
道
」
と
い
う
。
）
の
輸

送
の
用
に
供
す
る
橋
り
ょ
う
で
あ
っ
て
、
国
土
交
通

大
臣
が
告
示
で
定
め
る
も
の

二
　
大
規
模
な
地
震
が
発
生
す
る
お
そ
れ
、
旅
客
輸
送

量
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
国
土
交
通
大
臣
が
告

示
で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
線
区
に
お
け
る
鉄
道

事
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
二
年
運
輸
省
令
第
六

号
）
第
四
条
に
規
定
す
る
普
通
鉄
道
（
新
幹
線
鉄
道

を
除
く
。
）
、
懸
垂
式
鉄
道
、

こ跨
座
式
鉄
道
又
は
案
内

軌
条
式
鉄
道
（
第
四
号
に
お
い
て
「
普
通
鉄
道
等
」

と
い
う
。
）
の
輸
送
の
用
に
供
す
る
橋
り
ょ
う
及
び

ト
ン
ネ
ル
で
あ
っ
て
、
国
土
交
通
大
臣
が
告
示
で
定

め
る
も
の
（
鉄
道
に
関
す
る
技
術
上
の
基
準
を
定
め

る
省
令
の
施
行
及
び
こ
れ
に
伴
う
国
土
交
通
省
関
係

省
令
の
整
備
等
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
四
年
国
土

交
通
省
令
第
十
九
号
）
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
廃
止

前
の
普
通
鉄
道
構
造
規
則
（
昭
和
六
十
二
年
運
輸
省

令
第
十
四
号
）
及
び
特
殊
鉄
道
構
造
規
則
（
昭
和
六

十
二
年
運
輸
省
令
第
十
九
号
）
（
第
四
号
に
お
い
て

「
旧
普
通
鉄
道
構
造
規
則
等
」
と
い
う
。
）
の
施
行
の

前
に
工
事
に
着
手
し
、
又
は
完
成
し
た
も
の
に
限

り
、
同
条
の
規
定
に
よ
る
廃
止
前
の
特
定
鉄
道
施
設

に
係
る
耐
震
補
強
に
関
す
る
省
令
（
平
成
八
年
運
輸

省
令
第
十
六
号
）
第
三
条
に
基
づ
き
耐
震
性
の
向
上

を
図
る
た
め
の
補
強
工
事
を
実
施
し
た
も
の
を
除

く
。
）

三
　
大
規
模
な
地
震
が
発
生
す
る
お
そ
れ
、
旅
客
輸
送

量
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
国
土
交
通
大
臣
が
告

示
で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
線
区
に
お
け
る
軌
道

の
輸
送
の
用
に
供
す
る
橋
り
ょ
う
及
び
ト
ン
ネ
ル
で

あ
っ
て
、
国
土
交
通
大
臣
が
告
示
で
定
め
る
も
の

（
軌
道
建
設
規
程
（
大
正
十
二
年
内
務
省
・
鉄
道
省

令
）
第
三
条
に
規
定
す
る
新
設
軌
道
に
お
け
る
も
の

に
限
る
。
）

四
　
大
規
模
な
地
震
が
発
生
す
る
お
そ
れ
、
利
用
者
の

人
数
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
国
土
交
通
大
臣
が

告
示
で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
普
通
鉄
道
等
の
輸

送
の
用
に
供
す
る
駅
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
単
に

「
駅
」
と
い
う
。
）
又
は
軌
道
の
輸
送
の
用
に
供
す
る

停
留
場
に
設
け
ら
れ
る
建
築
物
で
あ
っ
て
、
国
土
交

通
大
臣
が
告
示
で
定
め
る
も
の
（
駅
に
設
け
ら
れ
る

建
築
物
に
あ
っ
て
は
、
旧
普
通
鉄
道
構
造
規
則
等
の

施
行
の
前
に
工
事
に
着
手
し
、
又
は
完
成
し
た
も
の

に
限
る
。
）

（
耐
震
補
強
の
実
施
）

第
三
条
　
鉄
道
事
業
法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
鉄
道

事
業
者
及
び
軌
道
法
に
よ
る
軌
道
経
営
者
は
、
特
定
鉄

道
等
施
設
の
地
震
に
対
す
る
安
全
性
の
向
上
を
図
る
た

め
、
国
土
交
通
大
臣
が
告
示
で
定
め
る
指
針
に
従
っ
て

耐
震
性
の
向
上
を
図
る
た
め
の
補
強
工
事
を
実
施
す
る

よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附
　
則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行

す
る
。附

　
則
　
（
令
和
五
年
三
月
三
一
日
国
土
交
通
省

令
第
三
六
号
）

こ
の
省
令
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

1


